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福祉社会開発研究センター客員研究員
小林　良二
業務日誌を用いた見守り活動の見える化についての方法論ノート
筆者は2009年以来、東京都の補助事業である「高齢
者見守り相談窓口設置事業（旧 シルバー交番設置事業）」
に関わりをもってきたが、ここ数年間、墨田区と東洋
大学福祉社会開発研究センターとの協定に基づき、墨
田区の８つの「墨田区見守り相談室」（以下、「相談室」
とする）の職員による研究会に参加し、現場の相談員
とともに事業日誌を用いた事例検討と相談室の地区別
に集計された統計データによる「業務の見える化」に
ついての研究を実施してきた。
このうち、前者の研究は、事業日誌を用いて事例研
究を行う方式であり、毎月８つの相談室のうち２つの
相談室の相談員が交代で、前月に行われた相談のうち、
対応に特徴のある事例の情報を整理して報告し、それ
について、他の相談室の相談員との間で意見交換を行
うという方式で行われてきた。
これに対して、後者の方式は、同じ業務日誌を用い
ながらも、一定の期間ごとに業務日誌を「統計データ」
として集計し、８つの相談室の持つ相談活動の特徴と、
可能であれば、他のさまざまなデータと組み合わせて、
地区の特徴を明らかにしようとする試みである。
本稿では、この２つの取り組みのうちのうち、まず「統
計データ」による研究方法を紹介するが、この「統計デー
タ」の作成にあたっても、業務日誌に記載されたデー
タをそのまま相談室の「地区別データ」として集計す
る方法と、相談者の記録を「名寄せ」して「個人データ」
する方法の2つに分けて紹介したい。
ただし、今回用いる業務日誌のデータは、平成28年
4月～ 7月の4か月間のものであり、極めて限られた期
間のものである。また、8つの相談室すべての記録では
ないので、墨田区全体の特徴を示すものとも言えない。
したがって本稿は、現場の職員が毎日記入している記
録をどのように集計したら、どのような結果を見える
化できるかという観点から執筆されもので、現場のデー
タをどのように用いたらよいかという「方法論」を提
示するものであり、十分なデータを踏まえた一般的な
命題を述べようとするものではない1。
１．記入様式と集計方法
墨田区では2009年に文花地区で最初の相談室が開設
され、筆者はその設立当初から業務日誌の様式作成に
関わってきた。墨田区では、東京都への報告に必要な
項目に付け加えて、区独自の項目を設定し業務日誌を
作成しているが、この日誌はそれぞれの相談室でエク
セルを用いて作成・保管されている。本稿で分析の対
象とするのはこの記録である。
1  なお、筆者は別の論文で、地域福祉コーディネーターの実践記録の見
える化について論じている。「地域福祉実践記録の見える化について
～文京区社会福祉協議会地域福祉コーディネーターの取り組みから
～」日本地域福祉学会『地域福祉実践研究』第8号、平成29年6月刊行
予定。
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（1）業務日誌の記録様式
本稿で扱う記録の様式は表１に示されている。
この表で用いられている項目は、ほぼ次のように分
類できる。
・ 基礎項目：相談年月日、相談者（コード）、居住地
・連絡方法：相談方法、連絡者
・ 相談項目：主訴、主訴分類（コード）、課題分類（コー
ド）
・要因項目：本人要因（コード）、環境要因（コード）
・対応項目：連携先（コード）、支援内容（コード）
・評価項目：相談区分、トリアージ
これらの項目を用いて、統計データと個人データを
作成することになるが、その枠組みについて少し解説
しておこう。
見守り相談室の業務は、東京都の補
助金によって運営される区の事業であるが、その主
な機能は次のようになっている2。
2 東京都福祉保健局「高齢者見守り相談窓口設置事業」
① 在宅高齢者の生活実態の把握、見守り、高齢者等
の情報収集、安否確認など
② ひとり暮らし高齢者等の見守りネットワークへの
参加・支援、地域の組織・住民と連携した高齢者見守
りの実施
③在宅高齢者、家族等への相談対応、高齢者等から
の相談窓口
このことは、相談室の機能が、基本的には行政窓口
や地域包括支援センターでは把握しにくい情報収集と
相談への対応を意味しており、「アウトリーチ」的な性
格が強い。
このことを踏まえて上記の項目を分類してみると、
まず、相談項目として「相談内容」と「対応項目」が
該当する。
次に、そのような「相談項目」について、なぜその
ような相談が寄せられたかについての背景を理解する
項目があり、「基礎項目」と「要因項目」がそれにあたる。
また、「評価項目」では相談区分と「トリアージュ」
が用いられているが、「トリアージュ」では「対応の緊
急度」に関する「主観的評価」を1 ～ 3の段階で記入す
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ることになっている。
最後に、「ネットワーク項目」という分類枠組みをつ
くることができる。これにあたるのは、本人にとって
は「連絡者」、相談室の対応にとっては「連絡先」であ
る。すなわち、寄せられた相談者が関係面でどのよう
な「ネットワーク」を持っているか、また、相談員は、
その相談に対してどのような「ネットワーク」を用い
て対応・処理をしたかを示す分類と考えることができ
る。
それぞれの項目を見ると、「属性項目」としては、相
談者の居住地の記載があり、相談室ごとに相談者の個
人番号が付されている。この項目を用いて「名寄せ」
による個人データを作成することになる。
「相談事項」については、相談内容の具体的な記述が
あり、それを分類した「相談内容」があるが、さらに、
その相談内容を相談員の側から整理した「相談課題」
という項目が設定されている。
「要因項目」は、「相談内容」「相談課題」に対して、
その背景と考えられる「個人要因」と「環境要因」に
ついての判断を記入するが、「個人要因」としては、主
に当該相談者の「健康面」「精神的」「経済面」「居住面」
等の点でどのような要因が考えられるか、「環境要因」
については、主に「家族」「地域」「友人」「行政」など
の環境がどうなっているかの記入が求められている。
「ネットワーク項目」としては、本人をとりまくネッ
トワークとして、相談を寄せた連絡者の分類と、相談
を誰に連絡・調整したかという対応面からの項目があ
る。この場合の「ネットワーク」の意味は、実際に
連絡にしてきた、あるいは、実際に対応を依頼した
相手という意味であるから、「実際のネットワーク」
Actual Network であるが、支援が可能なネットワーク 
Potential Network であるともいえる。もちろん、これ
以外にもこのデータには記録されていない無数のネッ
トワークの存在が考えらえるが、当面の相談員による
相談・対応としては現われてこない。
なお、「評価項目」とされる「トリアージュ」分類に
ついては、今回は扱わない。
（2）集計の方法
こうした項目に即して集計を行うことになるが、当
面次の２つの集計の方法が考えられる。
第１は、これらの項目の相談件数を相談室の地区別
（あるいは、それらの合計）の量的データとして集計す
る方法である。この場合、得られた結果は、地区の特
徴の共通性あるいは差異を読み取るのに利用すること
ができる。しかしこの点についてはいくつかの留保が
必要である。
まず、地区別の特徴といっても、この表で得られた
数値は、あくまでも相談室の「相談行動」に関する集
計であり、共通性、差異といっても、その地区の全体
的な特性を示すものではない。そもそも、「地区の特性」
とは何を意味するのかについては、人口をはじめとす
るさまざまな変数を用いた検討が必要である。
さらに、上記の方法で得られた「実数値」あるいは
「構成比」（他の数値の出し方もあるが）は、「地区」の
特徴を示すというよりは、その地域に住む特定の住民
の特徴ではないかという論点がある。すなわち、相談
数全体の中で、ある個人への対応が極めて多い場合、
地区別の数値は、地区全体の相談の特徴というよりも、
特定の個人の相談の特徴となる可能性がある。したがっ
て、地区別の特徴と個人の特徴がどのような関係にあ
るかということは、別途の考察を必要とする。
第２の集計方法は「名寄せ」による「個人データ」
の作成である。
「名寄せ」は今回のデータでいえば、相談者個人に特
定の番号（例えば、A1、A2、…）の記号を付し、一定
期間の相談行動をその人に即して集計するという方法
を意味している。こうすると、地区別、あるいは全体に、
多くの相談行動があった人と、比較的単発の相談行動
があった人の分布を示すことができ、その結果に基づ
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いて、個人の属性、相談行動パターン、個人要因、環
境要因、ネットワークなどに即して考察することがで
きる。
さらに、名寄せデータを用いると、比較的相談回数
の多い相談者に対してどのような相談員側の対応が行
われたかを時系列で整理して、その対応プロセスを見
える化することができる。
ただし、最後に指摘しなければならないのは、結果
の差を生み出す要因として、データの入力者、つまり、
相談担当者の入力に際しての判断の相違があるうるこ
とである。相談員ごとのデータのばらつきを防止する
ためには、詳細なマニュアルを作成して、相談員がそ
れに従って記入する他はないが、新しい職員と経験の
ある職員などの違いによって、記入の仕方に差が出る
のはやむをえないであろう。
今回は、見える化（分析方法）を検討することが主
要な目的なので、これらについては当面無視してデー
タの集計や解釈を行う方法を提示することにする。
２．墨田区４相談室の相談対応の特徴
以上の予備的な方法論上の考察を踏まえて、墨田区
の４つの見守り相談室の業務日報の分析を行ってみよ
う。
墨田区見守り相談室における業務日報の様式は、2009
年にA相談室が開設された当初から作成されてきたが、
その後何回かの改定を経て、表１の様式となっている。
今回入手できた業務日報のデータは、ごく最近のも
ので、平成28年４月～７月までの４か月間のものであ
り、数値の提供を受けた相談室も、８つの相談室のう
ちの４つである。したがって、ここで得られる分析結
果は全く暫定的なものであり、いかなる意味において
も、時間的・空間的に一般化できるものとは言えない。
何度も述べるように、本稿の目的は、これらの限ら
れた空間的・時間的な「実践記録」から、どのような
意味のある数値的な見える化ができるかについての「方
法」を提示することであり、将来的にはこの方法を用
いて、より大量のデータを分析する視点を獲得するこ
とを目的としている。
（1）地区別データの分析
①相談内容別
まず、４つの地区の相談室でどのような相談内容が
あったかを集計してみよう。
表２によると、４つの相談室の合計では、「介護サー
ビス」「保健医療」「福祉サービス」が相対的に多い割
合を占めるが、「介護サービス」と「介護予防」を合わ
せた割合は４つの相談室の間でそれほど差がなく、A：
23.6％、B：18.8%、C：18.6%、D：25.3％となっている。
この他の項目で比較的差が見られないのは、「認知症」
がそれぞれ、6.8％、 9.0％、7.8％、7.2％であり、「住まい」
も、4.5% 、4.1%、7.0％、5.5％で比較的似ている。
これに対して、「福祉サービス」「保健医療」「見守り
活動」などは、４つの相談室の間でかなりの差が見ら
れる。すなわち、他の地区データの数値とはとびぬけ
て高い（あるいは低い）数値を「特異値」、と呼ぶとす
ると、Aの「福祉サービス」、Bの「保健医療」、Aの「そ
の他」は、他の３の相談室からはかけ離れた特異な数
値になっている。これが、「地区差」なのか「個人差」
なのかは、個別に検証する必要がある。
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②相談課題別
表３は、相談員の側から見た、相談内容に関する課
題の分類結果である。
表２が、相談者の相談内容の分類であるのに対して、
表３データは相談員からみた「課題」ということになる。
これをみると、表２とは異なり、４相談数の全体で最
も多いのが「見守り」の19.5% であり、次いで、「緊急
発報への対応」12.5%、「健康問題」11.5%、「IADL（生
活行動）」9.9%、「緊急時の対応」8.3%となっている。
つまり、寄せられた相談の内容に対して当面「見守り」
が課題であり、特定の支援やサービスにつなげること
が重要とは考えられていないことを示している。
しかし地区別にみると、相談室によってかなり差があ
り、特異値としては、Bの「緊急時の対応」18.1％、Aの「見
守り」46.2%、Bの「緊急発報後の処理」25.8%、C「生
活問題」15.0%、B「権利擁護」10.2%などがあげられる。
表２と表３を併せてみると、Aでは表２の「その他」
と表３の「見守り」に、Bでは表２の「保健医療」と表
表２　相談内容別
A B C D 合計 A% B% C% D% 合計%
1:介護サービス 148 156 83 86 473 19.7 18.1 17.0 24.9 19.3
2:介護予防 29 6 8 5 48 3.9 0.7 1.6 1.4 2.0
3:福祉サービス 71 92 47 58 268 9.4 10.7 9.7 16.8 10.9
4:保健医療 62 223 30 24 339 8.2 25.8 6.2 7.0 13.8
5:高齢者虐待 3 1 4 8 0.0 0.3 0.2 1.2 0.3
6:権利擁護 17 36 20 3 76 2.3 4.2 4.1 0.9 3.1
7:経済問題 15 17 19 9 60 2.0 2.0 3.9 2.6 2.5
8:住まい 34 35 34 19 122 4.5 4.1 7.0 5.5 5.0
9:生きがい 14 9 10 2 35 1.9 1.0 2.1 0.6 1.4
10:異変の気づき 9 23 29 38 99 1.2 2.7 6.0 11.0 4.0
11:緊通 22 22 31 22 97 2.9 2.5 6.4 6.4 4.0
12:認知症 51 78 38 25 192 6.8 9.0 7.8 7.2 7.8
13:見守り活動 25 88 56 9 178 3.3 10.2 11.5 2.6 7.3
14:その他 256 75 81 41 453 34.0 8.7 16.6 11.9 18.5
合計 753 863 487 345 2448 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
表３ 相談課題別
A B C D 合計 A% B% C% D% 合計%
1:緊急時の対応 3 156 5 6 170 0.6 18.1 1.4 2.1 8.3
2:安否確認 1 6 12 8 27 0.2 0.7 3.3 2.8 1.3
3：見守り 241 92 58 6 397 46.2 10.7 16.1 2.1 19.5
4：緊通発報後の確認 3 223 13 16 255 0.6 25.8 3.6 5.5 12.5
5:健康問題 129 3 60 42 234 24.7 0.3 16.6 14.5 11.5
6:IADL 66 36 48 51 201 12.6 4.2 13.3 17.6 9.9
7:ADL 9 17 30 59 115 1.7 2.0 8.3 20.3 5.6
8:ちょっとした困りごと 23 35 10 28 96 4.4 4.1 2.8 9.7 4.7
9:経済的困難 4 9 16 11 40 0.8 1.0 4.4 3.8 2.0
10:生活問題 13 23 54 22 112 2.5 2.7 15.0 7.6 5.5
11:閉じこもり 1 22 6 5 34 0.2 2.5 1.7 1.7 1.7
12:環境衛生 11 78 9 2 100 2.1 9.0 2.5 0.7 4.9
15:権利擁護 3 88 2 3 96 0.6 10.2 0.6 1.0 4.7
16：その他 15 75 1 3 94 2.9 8.7 0.3 1.0 4.6
(空白) 37 28 65 0.0 0.0 10.2 9.7 3.2
総計 522 863 361 290 2036 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
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３の「緊急時の対応」に、Dでは表２の「介護サービス」
と表３の「ADL」「IADL」の間に、他の地区とは異な
る相談対応の特徴があるとも考えられる。
しかし、このことの意味の解釈については、別途の
データが必要である。
③個人要因
表４は、このような相談内容が本人のどのような要
因から生じているかを分類している。
全体の割合の多い順から見ると、「疾病」29.8%、「認
知症」（診断有・無）18.2%、「知的障害」11.5%、「身体
機能の低下」6.9%となっており、高齢者の抱える要因
の特徴がよく示されている。
次に、相談室別の特徴をみると、相談室Cは未記入が
6割を占めるので分析から除外すると、３相談室で「疾
病」の割合は比較的似ているが、Aでは認知症（診断有
無）24.7%が多く、Cでは「知的障害」26.6%が高くなっ
ている。Bでは「性格」が9.2%と高いことも注目できる。
これらの個人要因が表２，表３の相談内容とどのよ
うに結びついているかを検討するには、相談室別のク
ロス集計、あるいは、名寄せ集計の方法が考えられる。
④環境要因
表５は、課題の原因となる環境要因である。
表４　相談に関する本人要因
A B C D 合計 A% B% C% D% 合計%
1：疾病 206 162 9 104 481 40.1 36.2 2.5 35.9 29.8
2：認知症（診断有） 51 47 19 8 125 9.9 10.5 5.3 2.8 7.8
3：認知症（診断無） 76 41 23 27 167 14.8 9.2 6.4 9.3 10.4
4：精神疾患（診断有） 13 9 21 2 45 2.5 2.0 5.8 0.7 2.8
5：精神疾患（診断無） 42 14 3 7 66 8.2 3.1 0.8 2.4 4.1
6：身体障害 2 9 1 2 14 0.4 2.0 0.3 0.7 0.9
7：知的障害 2 74 32 77 185 0.4 16.6 8.9 26.6 11.5
8：身体機能・体力の低下 83 2 5 21 111 16.1 0.4 1.4 7.2 6.9
10：意欲の低下 1 6 13 2 22 0.2 1.3 3.6 0.7 1.4
11：閉じこもり 2 9 1 1 13 0.4 2.0 0.3 0.3 0.8
12：性格 13 41 11 3 68 2.5 9.2 3.0 1.0 4.2
13：その他 23 33 7 30 93 4.5 7.4 1.9 10.3 5.8
(空白) 216 6 222 0.0 0.0 59.8 2.1 13.8
総計 514 447 361 290 1612 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
表５　環境要因
A B C D 合計 A% B% C% D% 合計%
1：独居 329 275 250 130 984 63.4 61.5 69.3 44.8 60.9
2：高齢者世帯 81 52 35 58 226 15.6 11.6 9.7 20.0 14.0
3：家族関係の不和・不調 10 8 13 14 45 1.9 1.8 3.6 4.8 2.8
4：近隣関係の不和・不調 5 5 5 8 23 1.0 1.1 1.4 2.8 1.4
5：関係者との不和・不調 24 2 6 6 38 4.6 0.4 1.7 2.1 2.4
6：本人への情報不足 2 1 21 16 40 0.4 0.2 5.8 5.5 2.5
8：住宅事情 16 4 3 4 27 3.1 0.9 0.8 1.4 1.7
9：その他 52 63 9 47 171 10.0 14.1 2.5 16.2 10.6
不明 37 19 7 63 0.0 8.3 5.3 2.4 3.9
総計 519 447 361 290 1617 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
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４相談室の合計で圧倒的に多いのは「独居」で60.9%、
次いで、「高齢者世帯」の16.0％となっている。この分
類は記入者によってあまり差異があるとは思われない
ので、「独居」あるいは「高齢者世帯」という家族形態
上の問題が大きな要因となっていることがわかる。
表４と併せて考えてみると、「家族関係の不和」「近
隣関係の不和」「関係者との不和」などはそれほど割合
としては多くないことから、「健康問題」や「認知症」
の発生と、特に家族形態としての「一人暮らし」が増
えることで、相談が増加するといえるだろう。
このことから、一般的な高齢者数や一人暮らし世帯
の数、健康状態のデータなどによって、アウトリーチ
型の相談数を推定できるかもしれない。
⑤相談経路からみたネットワーク
相談の背景を知るうえで、誰から相談が寄せられた
かを知ることは重要である。
相談経路の分類もそれほど判断に迷うものではない
ので、相談員の記入上の差というよりも、ある程度そ
の地域の特徴あるいは、その地域に住む個人の特徴を
示すと考えてもよいであろう。
表６によると、相談経路で最も多いのは本人で
50.6％、次いで、「家族・親族」19.3％、「関係機関」
13.3％、「民生委員」5.0％の順になっている。
表５の環境要因との関連を考えると、「一人暮らし世
帯」からの相談が多いので、「本人」からの相談が多い
のは納得できるが、これも相談室によって差がみられ
る。ここでは、「家族・親族」が、同居の家族・親族で
あるよりも、別居の可能性が高いということを考えて、
この２つの項目を合計すると、Aが81.2％、Dが73.5％、
Bが70.7％、Cが49.3％の順になり、Cでは、「本人」「家
族親族」からの相談の割合がかなり低い。Cで多いのは
「関係機関」（地域包括支援センターが多い）が17.5％、「民
生委員」11.9%で、これを合計すると29.4％となり、他
の相談室とは異なる傾向を示している。
換言すると、C相談室での相談は公的機関のネット
ワークと結び付きが相対的に強く、その他の相談室で
は、インフォーマルなネットワークからの相談が多い
といえるかもしれない。
以上が、住民の相談行動に関わる内容、対応、背景
としての個人要因、環境要因、相談ネットワークにつ
いての分析になる。
⑥相談対応別
表７によると、４相談室の連絡先のうちもっとも多
いのは、「相談員が解決」44.2％が最も多い。次いで、「地
域包括支援センター」が25.9%、「介護サービス事業者」
が12.7%である。また、区役所への連絡は、全体では7.5%
などとなっている。
先に述べたように、このことは、相談室への相談が、
表6　相談経路別
A B C D 合計 A% B% C% D% 合計%
1：本人 323 221 131 147 822 61.3 49.4 36.3 50.7 50.6
2：家族・親族 105 95 47 66 313 19.9 21.3 13.0 22.8 19.3
3：友人・知人・近隣 10 12 19 16 57 1.9 2.7 5.3 5.5 3.5
4：行政関係者 8 13 22 8 51 1.5 2.9 6.1 2.8 3.1
5：関係機関 42 76 63 35 216 8.0 17.0 17.5 12.1 13.3
6：民生委員 26 9 43 4 82 4.9 2.0 11.9 1.4 5.0
7：見守りボランティア 5 11 30 8 54 0.9 2.5 8.3 2.8 3.3
8：その他 8 10 6 6 30 1.5 2.2 1.7 2.1 1.8
総計 527 447 361 290 1625 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
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一人暮らし高齢者の健康の低下を背景とする「日常的
な課題」であることを示しているが、逆に、このよう
の相談への相談員の対応がないと、何らかの生活困難
に陥る可能性の高い高齢者がいることを示している。
それ以外の項目を見ると、「地域包括支援センター」
は、Aの34.2%、Bの25.9%が高いのに対して、Cは6.3%
でかなり割合が低い。社協への連絡はAの5.1%がとびぬ
けて高く、民生委員はAの10.0%、Cの10.3%が高く、C
は0.8%で極めて低い。また、介護サービス事業者への
連絡は、Aが21.1％でとびぬけて高い。
また、町会・自治会などの地域団体への依頼は、Bの
10.1％とCの13.6%が高いのに対して、AとDは低い。こ
れらの数値が、町会・自治会などの地縁団体の機能状
況と関連するかどうかは、別途検討する必要がある。
なお、「相談員が解決」の数値は、Bが38.5％、Cが
44.5％、Dが44.2％であるのに対して、Aは7.6％と極め
て低く、特異値になっている。このことが何を意味し
ているのかについても、他のデータを踏まえた解釈が
必要である。
最後に、これらを、「フォーマル」と「インフォーマル」
分け、インフォーマルを「民生児童委員」「見守りボラ
ンティア」「町会・自治会」とした場合、Aは14.8%、B
は16.7%、Cは29.7%、Dは4.8%でかなりの差がある。言
い換えると、Cはインフォーマルな支援ネットワークと
の連携の度合いが高く、Dはフォーマルなネットワーク
との連携の度合いが高いといえる。
（2）「名寄せ」による個人データの分析
①個人別対応回数
名寄せを用いた個人データであっても、さらにこれ
を地区別に集計して、個人別の相談回数を算出できる。
表８を見ると、４つの相談室のうち、相談回数は、Aが
527件、Bが447件、Cが361件、Dは290件の順であるが、
名寄せによる個人数でみると、Aは214人、Bは179人、
Dは154人、Cは137人の順である。また、一人当たり相
談回数は、Cが2.64件、Bが2.50人、Aが2.46人、Dが1.88
人の順になっている。
このことを一般的に言えば、Aは対応した人数と対応
回数がもっとも多いが、平均対応数はB、Cとあまり変
わらない。これに対してCは、対応人数は最も少ないが
平均対応回数は最も多い。最後に、Dは、回数は最も少
なく、ばらつきも少ないことになる。
相談者の数が多くなれば、相談者数も増えることが
予想されるが、対応回数が少なくても特定の相談者へ
の対応回数が増えれば、平均の対応回数は増えること
表７　連絡先
A B C D 合計 A% B% C% D% 合計%
１：地域包括支援センター 206 97 28 96 427 34.2 17.9 6.3 25.9 21.8
２：区役所 40 53 27 28 148 6.6 9.8 6.0 7.5 7.5
３：社協 31 1 6 2 40 5.1 0.2 1.3 0.5 2.0
４：保健センター 1 1 2 2 6 0.2 0.2 0.4 0.5 0.3
５：民生・児童委員 60 29 46 3 138 10.0 5.3 10.3 0.8 7.0
６：見守りボランティア等 11 7 26 2 46 1.8 1.3 5.8 0.5 2.3
７：介護サービス事業者 127 57 36 47 267 21.1 10.5 8.1 12.7 13.6
８：医療機関 60 29 15 10 114 10.0 5.3 3.4 2.7 5.8
９：警察・消防 2 5 1 3 11 0.3 0.9 0.2 0.8 0.6
10：相談員が解決 46 209 199 164 618 7.6 38.5 44.5 44.2 31.5
11：町会・自治会等地域団体 18 55 61 14 148 3.0 10.1 13.6 3.8 7.5
総計 602 543 447 371 1963 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
128 129
業務日誌を用いた見守り活動の見える化についての方法論ノート／小林 良二
になる。この意味では、AとCは対照的である。
こうした相談の特徴がどうして生じるのかも、重要
な研究課題の１つであろう。
また、Aで最も回数の多いのはこの４か月間で25回
対応した例であり、10回以上の対応件数は８人である。
同様に、Bでは19回が最大で、10回以上は６人、Cは最
多が32回で10回以上は５人、Dは12回が最多で、10回以
上は２人である。
このことから、地区別の量的データと、個人の回数
別データとの間に一定の関係があるといえる。
②名寄せを用いた事例分析
業務日誌の記事のデータを名寄せして時系列の個人
データを作成すると、相談員が相談者に対してどのよ
うなかかわりをしたかを示すことができる。こうした
データは、一般の事例研究を行うには不可欠の手続き
であるが、本稿では相談員が記入した「主訴」という
具体的な記述を用いた事例作成の方法を紹介する。
ここでは、上記の活動回数の中で最も多い回数となっ
表８　回数別相談者数
相談者 相談回数 相談者 相談回数 相談者 相談回数 相談者 相談回数
① 25 ① 19 ① 32 ① 12
② 21 ② 13 ② 20 ② 10
③ 20 ③ 12 ③ 20
④ 18 ④ 10 ④ 18
⑤ 15 ④ 10 ⑤ 12
⑥ 14 ④ 10
⑦ 13
⑧ 10
回数合計 527 回数合計 447 回数合計 361 回数合計 290
人数 214 人数 179 人数 137 人数 154
回数/人数 2.46 回数/人数 2.50 回数/人数 2.64 回数/人数 1.88
標準偏差 3.38 標準偏差 2.68 標準偏差 4.05 標準偏差 1.66
DCBA
表９　事例分析
月 活動回数 関係者 主な活動内容
4月 6回 本人、民生委員、医師、看護師
本人が通帳管理について不安をもっており、このことに
関して、民生委員、医院の医師との情報交換を行った。
本人への訪問と、緊急時の救急キットの説明をした。
5月 3回 本人、看護師 医院の看護師との情報共有。
7月 23回
本人、親族、隣人、
民生委員、看護師、
医師、区職員、
施設職員、金融機関、
権利擁護センター、
地域包括支援センター
隣人から、本人に元気がなく、受診を拒否しているとい
う情報があったため、訪問するが、本人は支援を拒否。
その後、往診を受け入れ。医師によると栄養が摂れてお
らず、このままでは命にかかわるとのこと。入院手続き
のため、民生委員、区職員、施設職員などから親族に関
する情報の収集を行なう。親族は見つかったが入院費用
の預金からの引出しについて、親族、金融機関、権利擁
護センターとの調整が必要になる。
また、地域包括支援センターによる介護保険利用手続き
の調整をした。
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ているC相談室の32回のケースを取り上げて見よう。エ
クセルのデータでは、32回の相談とそれへの対応が簡
単に記入されているが、これを月別に整理したのが、
表９である。
これによると、相談者は一人暮らしの男性で、４月
から５月にかけて、民生委員から健康状態が心配であ
るという情報が寄せられた。相談員が訪問した結果、
相談員自身や近隣住民が本人を訪問して、見守りを行っ
ている。またこの間、本人を知る医院の看護師とも情
報を交換している。
状況が変わったのは７月に入ってからで、隣人から
本人に元気がないという連絡を受けて、相談員が訪問
したが、本人は受診を拒んでいた。相談員の勧めで受
診にこぎつけたところ、医師の判断では、「このままで
は命にかかわる状態」であるとして入院を勧められた
が、入院にあたっては、保証人、費用の支払い、預金
の引出しなどの手続きが必要になった。しかし、本人
の意思がはっきりしないため、相談員は、いろいろな
ネットワークを使って親族を探し出したが、預金の引
出しには本人同意が必要となるため、金融機関や権利
擁護センターなどとの調整に迫られた。これらの情報
を集めて親族と協議するなどの経過のために、７月だ
けで23回の相談が行われている。
この事例を見ると、相談員の相談回数が増えるのは、
本人の支援拒否への対応とともに、親族の探し出し、
病院や金融機関の手続きにおける本人確認に関わる事
柄について、多くの支援が必要になっていたといえる。
一般に、相談員の活動が増える原因には、支援対象
である「本人・家族要因」と、さまざまなサービスの
利用に関わる「手続き要因」の両方があり、このケー
スは、どちらかというと、後者の手続き要因に多くの
回数を費やしているといえる。
まとめ
以上みてきたように、本稿では、墨田区の見守り相
談室の業務日誌をもちいて、その記録を地区別のデー
タとして量的に把握する「地区データ」と、名寄せを行っ
て「個人別データ」を作成し、その結果から相談員の
活動の特徴を分析するという２つの「見える化」の仕
方を検討してきた。
前者の、量化の方向をとった場合に描かれる相談室
の地域特性と、名寄せを用いて個別化する方向性の２
つの関連を考えてみると、短期間のデータでは、業務
日報を「地区別データ」として集計した統計量よりも、
名寄せによる「個人データ」の方が、意味のある解釈
を可能にするといえるかもしれない。
しかしまた、孤立した一人暮らし高齢者が多い地域
では、結果的に、相談対応回数が増え、相談の地域特
性が活動回数に反映するともいえる。
このように、業務日誌をもちいると、ある地域にお
ける相談活動の量的把握と個人別把握が可能になる。
このような、方法によって、アウトリーチ型の活動を
行う見守り相談室の活動の特性と地域特性を把握する
ことが可能になるであろう。
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